
 

 

 

第２ 県民環境部門 

 



 

施

設

名 

 

 

事 業 名 

事
業
主
体 

 

 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 

補 助 金 

 

 

県補助金 

他 

 

 

地 方 債 

 

 

交 付 税

措 置 

 

 

説 明 

 

 

根拠法令等 

 

 

摘 要 

隣
保
館 

 

隣保館等

施設整備

事業 

市
町
村 

 

生活環境等の安定向上を

図る必要のある地域の住

民の福祉の向上を図るた

め、隣保館の新設、増築

及び改築事業並びに設備

の整備 

 

 

国間 

 

補助対象

事業費の

1/2 

 

県複 

 

補助対象

事業費の

1/4 

 

社会福祉

施設整備

事業 

<充当率> 

80％ 

 

 

 

＜補助対象事業費＞ 

本体工事費、特殊付帯工事費、解体撤去工事費及び仮設施設整備

工事費 

 

地方改善施

設整備費補

助金交付要

綱 

 

人権推

進課 

 

重
要
文
化
財
等
建
造
物 

 

文化財保

存事業 

 

市
町
村 

 

重要文化財（建造物・美

術工芸品）修理、防災、

公開活用事業 

 

国直 

 

補助対象

経費の

50％ 

 

(過疎地

域の場合

は 65％、

また、特

定市町村

に係る補

助率かさ

上げの経

過措置あ

り。) 

 

 

 

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

90％ 

※ハード

のみ 

 

元利償還

金の 30％

を基準財

政需要額

に算入 

 

＜補助対象事業＞ 

次に揚げる事業とする（※事業施工上必要な調査事業を含む。）。

なお、（１）ウ（イ）～（エ）については、保存活用計画を策定し

ている場合についてのみ、補助対象となる事業とする。 

(1)建造物 

ア 修理事業 

(ｱ)解体修理、半解体修理、屋根葺替、塗装修理、部分修理、

移築修理 

(ｲ)災害復旧工事 

イ 管理事業 

(ｱ)警報設備、消火設備、避雷設備、防盗、防犯設備、避難設

備の設置工事 

(ｲ)鳥獣虫害防除、危険木診断及び危険木対策工事 

(ｳ)耐震診断 

(ｴ)先端技術活用調査 

(ｵ)災害復旧工事 

ウ 公開活用事業 

(ｱ)保存活用計画の策定 

(ｲ)重要文化財建造物の公開活用に資する設備（便益、展示及  

びこれに伴う管理に供するもの（内装を含む。））の整備 

  (ｳ)重要文化建造物の公開活用に資する付属施設（便益、展 

示及びこれに伴う管理に供するもの）の整備 

(ｴ)重要文化財建造物の公開活用に資する案内設備・情報機器 

の整備 

(2)美術工芸品 

ア 修理事業 

(ｱ)修理（剥落、腐蝕防除工事等を含む。） 

(ｲ)その他保存のために必要なもの（保存箱、台座等）の新調

及び修理工事 

(ｳ)災害復旧工事 

イ 管理事業 

(ｱ)建造物の管理事業に準ずる工事 

(ｲ)美術工芸品を直接保護するための未指定建造物の屋根葺

替、及び修理工事（保存庫を造った場合の経費の範囲内で

なされる工事） 

(ｳ)免震台・免震装置設置工事 

(ｴ)災害復旧工事 

  ウ 公開活用事業 

(ｱ)保存活用計画の策定(策定後に修理事業を行うものに限

る)※ただし、特に認めたものに限る 

 

 

文化財保護

法 

 

文化財保存

事業費関係

補助金交付

要綱 

 

重要文化財

（建造物・

美術工芸

品）修理、

防災、公開

活用事業費

国庫補助要

項 

 

文化財

室 
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施

設

名 

 

 

事 業 名 

事

業

主

体 

 

 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 

補 助 金 

 

 

県補助金 

他 

 

 

地 方 債 

 

 

交 付 税

措 置 

 

 

説 明 

 

 

根拠法令等 

 

 

摘要 

 

重
要
文
化
財
等
建
造
物 

 

文化財保

存事業 

 

市
町
村 

 

登録有形文化財（建造

物・美術工芸品）修理等

事業 

 

国直 

 

補助対象

経費の

50％ 

 

(過疎地

域の場合

は 65％、

また、特

定市町村

に係る補

助率かさ

上げの経

過措置あ

り。) 

  

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

90％ 

※ハード

のみ 

 

元利償還

金の 30％

を基準財

政需要額

に算入 

 

＜補助対象事業＞ 

Ⅰ 建造物 

(1) 保存修理に係る設計監理事業 

次のア～ウに掲げるいずれかに該当する登録有形文化財建 

造物の保存・活用の模範となるもので，これらの登録有形文化 

財建造物の保存修理に係る設計監理事業 

ア 各地の歴史的景観を活かしたまちづくりに資するもの 

イ 各地の特色ある伝統的建築文化の技術・意匠などの伝承に資

するもの 

ウ 身近な地域づくりや地域振興に資するもの 

(2) 公開活用事業 

  登録有形文化財建造物の公開活用に係る事業。なお＜事業内

容＞（2）イ～オについては、保存活用計画を策定している場

合にのみ補助対象となる事業とする 

(3) 災害復旧事業 

Ⅱ 美術工芸品 

(1) 管理事業 

 (2) 公開活用事業 

 

＜事業内容＞ 

Ⅰ 建造物 

(1) 保存修理に係る設計監理事業 

 次に掲げる登録有形文化財建造物の修理工事又はこれにと

もなう建物附属設備の設置改修工事に係る設計監理事業（これ

らの工事施工上必要となる事前調査等の事業を含む。） 

ア 修理工事 

(ｱ) 解体修理、半解体修理，屋根葺替，外観（これとともに

価値を形成する内部を含む。）の部分修理，塗装修理，構

造補強等 

(ｲ) 上記の災害復旧工事 

イ 建物附属設備の設置改修工事 

(ｱ) 空調設備，給排水設備，電気設備，警報設備，消火設備，

避難設備，避雷設備，防犯設備等で，建造物に密接に関わ

る諸設備の設置及びそれらの改修工事 

(ｲ) 覆屋，保護柵，擁壁等，建造物の保存に必要な施設の設

置及び改修工事 

(ｳ) 上記の災害復旧工事 

(2) 公開活用事業 

   次のア～オに掲げるもの 

ア 保存活用計画の策定 

イ 登録有形文化財建造物の公開活用に資する設備（便益，展 

示及びこれに伴う管理に供するもの（内装を含む。））の整 

備 

ウ 登録有形文化財建造物の公開活用に資する付属施設（便 

益、展示及びこれに伴う管理に供するもの）の整備 

エ  登録有形文化財建造物の公開活用の安全性確保に必要な防 

災設備等の整備及び耐震対策工事 

オ 登録有形文化財の公開活用に資する案内設備・情報機器の 

整備  

(3) 災害復旧事業 

    別に定める 

Ⅱ 美術工芸品 

(1) 管理事業 

   災害復旧としての資料整備事業 

(2) 公開活用事業 

    保存活用計画の策定 

 

 

文化財保護

法 

 

文化財保存

事業費関係

補助金交付

要綱 

 

登録有形文

化財（建造

物・美術工

芸品）修理

等事業費国

庫補助要項 

 

文化財

室 

 

          

―16―



 

施

設

名 

 

 

事 業 名 

事

業

主

体 

 

 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 

補 助 金 

 

 

県補助金 

他 

 

 

地 方 債 

 

 

交 付 税

措 置 

 

 

説 明 

 

 

根拠法令等 

 

 

摘 要 

重
要
文
化
財
等
建
造
物 

  

文化財保

存事業 

 

市
町
村 

 

重要伝統的建造物群保存

地区保存等事業 

 

国直 

 

補助対象

経費の

50％ 

 

(過疎地

域の場合

は 65％、

また、特

定市町村

に係る補

助率かさ

上げの経

過措置あ

り。) 

  

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

90％ 

※ハード

のみ 

 

元利償還

金の 30％

を基準財

政需要額

に算入 

 

＜補助対象事業＞ 

(1) 保存地区保存事業 

保存地区の保存のため市町村が自ら行う事業又は所有者等の 

行う事業に対し市町村がその経費を補助する事業で次に掲げる 

事業とする。 

① 伝統的建造物群を構成している建築物その他の工作物（以 

下「伝統的建造物」という。）の修理事業のうち、それらの 

増築、改築又は移転で当該伝統的建造物群の特性を維持する 

ため特に必要なもの。 

② 伝統的建造物の外観（これと密接な関連を有する内部を含 

む。）に係る修理事業のうち、その修繕又は模様替えで当該 

伝統的建造物群の特性を維持するため特に必要なもの。 

③ 伝統的建造物以外の建築物その他の工作物（以下「建築物 

等」という。）の修景事業のうち、それらの新築、増築、改 

築、移転又は除却で当該保存地区の歴史的風致の維持のため 

特に必要なもの。 

④ 建築物等の外観（これと密接な関連を有する内部を含む。） 

に係る修景事業のうち、その修繕又は模様替えで当該保存地 

区の歴史的風致の維持のため特に必要なもの。 

⑤ 保存地区内の自然物及び土地の復旧事業又は修景事業で 

当該保存地区の歴史的風致の維持のため特に必要なもの。 

⑥ 保存地区内における建造物等の安全性確保に必要な耐震 

診断。 

⑦ 保存地区内における建造物及びその他の物件の管理のた 

めに必要な環境保全事業及び防災施設、標識、説明板等の施 

設設備を整備する事業又は保存地区の防災性能の向上のた

め実施する災害シミュレーション解析等の先端技術を活用

した事業で当該保存地区の保存のために特に必要なもの。 

⑧ 伝統的建造物及びその敷地又は保存地区内の土地及び建 

築物で、当該保存地区の保存のために特に買上げが必要なも 

の。 

(2) 保存地区公開活用事業 

保存地区の公開活用のために市町村が自ら行う次に掲げる事 

業とする。ただし、①については、所有者等が行う事業に対し 

市町村がその経費を補助することも可能とする。 

① 保存活用計画の策定 

② 保存地区内の建造物の公開活用に資する設備（便益、展示 

及びこれに伴う管理に供するもの（内装を含む。））の整備 

③ 上記②に伴う外観（これと密接な関連を有する構造部位等 

を含む。）の修理・修景工事及び敷地内の整備 

④ 保存地区内の公開活用に資する付属施設（便益、展示及び 

これに伴う管理に供するもの）の整備 

⑤ 保存地区内の公開活用に資する案内設備・情報機器の整備 

⑥ 保存地区の理解の促進に資する情報発信事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文化財保護

法 

 

文化財保存

事業費関係

補助金交付

要綱 

 

重要伝統的

建造物群保

存地区保存

等事業費国

庫補助要項 

 

文化財

室 

 

地域の特色ある埋蔵文化

財活用事業 

 

国直 

 

補助対象

経費の

50％ 

  

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

90％ 

※ハード

のみ 

 

元利償還

金の 30％

を基準財

政需要額

に算入 

 

＜補助対象事業＞ 

埋蔵文化財の公開活用のために行う次に掲げる事業 

(1) 埋蔵文化財の公開及び整理・収蔵等を行うために必要な設

備整備に係る事業 

ア 埋蔵文化財センター（埋蔵文化財の調査、出土文化財等の整

理、収蔵、展示等を主として行うために必要な施設）の収蔵・

防災及び展示・活用設備整備 

イ 埋蔵文化財の公開を目的とした展示設備（埋蔵文化財展示設

備）の整備 

(2) 埋蔵文化財の普及・啓発に係る事業 

ア 案内板・説明板等の設置 

イ 公開活用のために必要な広報・資料の作成及び配信に関する

事業 

ウ 埋蔵文化財を理解するための体験学習会・講演会・シンポジ

ウム・公開講座等の公開・普及啓発事業 

エ 公開活用のために必要な台帳の作成・更新及び報告書が刊行

された埋蔵文化財（出土品・記録類）の分類・再分類・収納・

再収納等 

オ 埋蔵文化財を理解するために必要な模型等の製作 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文化財保護

法 

 

文化財保存

事業費関係

補助金交付

要綱 

 

地域の特色

ある埋蔵文

化財活用事

業費国庫補

助要項 

 

文化財

室 
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施

設

名 

 

 

事 業 名 

事
業
主
体 

 

 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 

補 助 金 

 

 

県補助金 

他 

 

 

地 方 債 

 

 

交 付 税

措 置 

 

 

説 明 

 

 

根拠法令等 

 

 

摘 要 

 

重
要
文
化
財
等
建
造
物 

  

文化財保

存事業 

 

市
町
村 

 

歴史活き活き！史跡等総

合活用整備事業 

 

国直 

 

補助対象

経費の

50％ 

  

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

90％ 

※ハード

のみ 

 

元利償還

金の 30％

を基準財

政需要額

に算入 

 

＜補助対象事業＞ 

史跡等、登録記念物、歴史の道又は石垣等の保存活用のために行

う次に掲げる事業とする。なお、（１）②（ただし、イを除く。）

及び③、（２）①（ただし、環境整備等に必要な工事に係る設計監

理に限る。）については、保存活用計画を策定している場合につい

てのみ、補助対象となる事業とする。 

(1) 史跡等総合活用整備事業  

① 復旧（保存修理）  

ア 旧宅、城郭等の建築物、石垣等の復旧工事  

イ 庭園等の石組、枯損木の伐採、植栽、整地、給排水施設等

の工事  

ウ 古墳等の盛土、石積等の工事  

エ その他史跡等の保存上必要な復旧工事  

② 環境整備  

ア 史跡等及びその周辺地で行う整地、盛土、雑木・雑草の除

去、張芝  

イ 史跡等の管理に必要な標識、説明板、境界標、囲い及びそ

の他の施設の設置工事  

ウ 史跡等及びその周辺地における園池、堀、河川の浚渫、給

排水施設改修等環境保全のために必要な工事  

エ 史跡等及びその周辺地を理解させるための照明施設設置

等の工事及び必要な休息施設、便所等便益施設等工事  

③ 活用施設  

ア 史跡等の往時の姿をしのばせる歴史的建造物の復元 

イ 史跡等の全体像を認識できるような模型等の製作や復元

的整備 

ウ 史跡等の実物遺構等を見るために必要な保存展示施設の

設置 

エ 史跡等の野外観測等のための施設の設置 

オ 史跡等のオリエンテーション及びガイダンス、体験・活用

等のために必要な施設の設置 

④ 防災対策  

ア 史跡等の重要な構成要素をなす建造物・復元建造物等につ

いて行う警報設備、消火設備、避雷設備、防盗・防犯設備、

耐震設備の設置工事又は病害虫の防除等の措置 

イ 史跡等の重要な構成要素をなす建造物等についての耐震

診断  

⑤ 上記の災害復旧  

⑥ 上記工事等の実施に必要な措置 

ア 史跡等及びその周辺地における遺構調査、測量 

イ 整備基本計画の策定  

ウ 基本設計、実施設計、工事実施のための施工監理  

エ 工事等報告書の作成  

(2) 登録記念物活用整備事業  

① 設計監理  

登録記念物の復旧（保存修理）、環境整備等に必要な工事

（上記(1)①～⑤に掲げるものと同様の工事）に係る設計監理  

② 保存施設  

登録記念物の管理に必要な標識、説明板、境界標、囲い及

びその他の施設の設置工事  

③ 上記の実施に必要な措置  

ア 登録記念物及びその周辺地における遺構調査、測量  

イ 工事等報告書の作成  

(3) 歴史の道活用整備事業  

① 復旧（保存修理）  

ア 道の補修、石畳・雁木・石積・橋梁等道の構造の復元 

整備工事及び並木の復元等、道自体に関わる整備工事  

イ 本陣、茶屋・関・一里塚・宿場等道に関連する遺跡の復

元整備工事  

② 環境整備  

歴史の道の情報発信設備、休憩施設、便所等便益施設等工

事、歴史の道の管理に必要な標識、説明板の設置工事  

③ 防災対策  

ア 警報設備、消火設備、避雷設備、防犯設備の設置工事又は

病害虫の防除等の措置  

イ 耐震診断  

④ 上記の災害復旧  

⑤ 上記工事等の実施に必要な措置  

ア 歴史の道及び周辺地における遺構調査、測量  

イ 基本設計、実施設計、工事実施のための施工監理  

ウ 工事等報告書の作成  

(4)石垣等調査事業 

① 石垣等及び周辺地における遺構調査、測量 

② 調査報告書の作成 

(5) (1)～(4)の事業実施に伴い必要となる普及・啓発事業  

① 公開活用のために必要な広報・資料の作成及び配信に関る

事業  

② 史跡等を理解するための体験学習会・講演会・シンポジウ

ム・公開講座等の普及・啓発事業 

 

 

文化財保護

法 

 

文化財保存

事業費関係

補助金交付

要綱 

 

歴史活き活

き！史跡等

総合活用整

備事業費国

庫補助要項 

 

文化財

室 
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施

設

名 

 

 

事 業 名 

事
業
主
体 

 

 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 

補 助 金 

 

 

県補助金 

他 

 

 

地 方 債 

 

 

交 付 税

措 置 

 

 

説 明 

 

 

根拠法令等 

 

 

摘 要 

 

重
要
文
化
財
等
建
造
物 

  

文化財保

存事業 

 

 

市
町
村 

 

史跡等購入 

 

国直 

 

補助対象

経費の

4/5 

  

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

90％ 

※ハード

のみ 

 

元利償還

金の 30％

を基準財

政需要額

に算入 

 

＜補助対象事業＞ 

史跡等の保存のために行う次に掲げる土地の買上げ等（別に定め

る基準によりあらかじめ文化庁長官の承認を受けて、地方公共団体

が先行取得に係る地方債を償還する事業を含む。）の事業 

(1) 史跡等の重要な部分をなす地域にある土地の買上げ等 

(2) 史跡等の保存上、遺構等と一体化して保存する必要がある地

域で、歴史的環境の保護等から特に重要な地域にある土地の買

上げ等 

(3) 史跡等の保存及び活用上、整地、修景、復原等の環境整備を

行うことが特に必要とされる場合で、当該地域を公有化しなけ

ればその実施が困難である地域にある土地の買上げ等 

(4) 史跡等の環境保全及び天然記念物の保護増殖等のために特に

公有化が必要である地域にある土地の買上げ等 

(5) 歴史上又は学術上の価値が極めて高く史跡等に指定して保存

する必要があると認められる記念物のうち、史跡等指定につい

て所有者その他の権利者の同意が得られている等指定を行うこ

とが確実な状況となっているもので、当該地域を公有化しなけ

れば指定し、保存することが困難であるものに係る前各号に該

当する土地の買上げ等 

 

 

 

文化財保護

法 

 

文化財保存

事業費関係

補助金交付

要綱 

 

史跡等購入

費国庫補助

要項 

 

文化財

室 

 

重要文化財等防災施設整

備事業 

 

国直 

 

補助対象

経費の

50％ 

 

(過疎地

域の場合

は 65％

（ただ

し、史跡

名勝天然

記念物及

び歴史の

道の事業

について

は除く。) 

また、特

定市町村

に係る補

助率かさ

上げの経

過措置あ

り。) 

 

  

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

90％ 

※ハード

のみ 

 

元利償還

金の 30％

を基準財

政需要額

に算入 

 

＜補助対象事業＞ 

次に掲げる事業とする（これらの事業施工上必要な調査事業を含 

む。）。ただし、重要文化的景観及び重要伝統的建造物群保存地区

の事業については、地方公共団体が自ら行う事業又は所有者等が行

う事業に対し地方公共団体がその経費を補助する事業とする。 

(1) 防災施設 

ア 消火施設、避雷施設、警報施設、防盗・防犯施設の設置工事 

（土木・建築工事であって、施設と一体的に整備されるもの 

に限る。） 

イ 火除地設定、消防道路設置、防災倉庫等設置、保護柵設置、 

覆屋(保存庫を含む。)設置(増、改築を含む。)、防火壁、擁 

壁、排水施設の設置工事 

ウ 耐震対策工事 

エ 災害復旧工事 

(2) 保存活用施設（重要文化財（美術工芸品）及び重要有形民俗 

文化財に限る。） 

ア 耐火構造である保存施設又は保存活用施設の設置工事（増 

改築を含む。） 

イ アに伴い、一体的に整備される展示設備、解説用設備の設

置工事等 

ウ アに伴い、一体的に整備される温湿度調整設備工事、擁壁、

排水施設工事等 

エ 災害復旧工事 

 

 

 

文化財保護

法 

 

文化財保存

事業費関係

補助金交付

要綱 

 

重要文化財 

等防災施設

整備事業費

国庫補助要

項 

 

 

文化財

室 

 

観光拠点整備事業 

（文化観光充実のための

国指定等文化財磨き上げ

事業） 

 

国直 

 

補助対象

経費の

1/2 を限

度 

 

（ただ

し、説明

欄（1）②

を除く事

業の補助

金の上限

額は原則

1,000 万

円、（1）

②の事業

の補助金

の上限額

は原則

5,000 万

円とす

る。） 

  

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

90％ 

※ハード

のみ 

 

 

 

＜補助対象事業＞ 

補助対象となる事業は、（１）又は（２）に加え（３）から（５）

を全て満たす事業 

(1) 文化財建造物、記念物及び重要伝統的建造物群保存地区 

① 美観向上整備事業 

建造物の軸部や小屋組等の構造に関わる部位に影響を及ぼす 

ことなく、外観及び公開範囲の仕上げに関わる部位を健全で美し 

い状態に回復するための工事 

 ② 活用環境強化事業 

ア 文化財建造物を活用するために必要な保存活用計画の策定 

イ 建造物を活用するために必要な便益、展示及びこれに伴う 

管理に供する設備（内装を含む。）等の環境整備（登録有形 

文化財建造物については、活用のための安全性確保に必要な 

防災設備等の整備又は耐震対策工事を含む。） 

ウ 建造物を活用するために必要な便益、展示及びこれに伴う 

管理に供する付属施設（新築を除く。）の整備 

(2) 美術工芸品 

  ① 美観向上整備事業 

      美術工芸品の特色である素材の脆弱性により、活用に耐えら 

れない文化財に対し、埃払い、カビの除去、剥落止め等の応急 

的・緊急的な処置等を施すことで、安全で適切な活用ができる 

状態にするための工事 

② 鑑賞環境基本整備事業 

ア 美術工芸品の公開活用に資する保存活用計画の策定 

イ (2)①の工事を実施した美術工芸品の鑑賞環境の改良・改善 

に資する展示設備の整備 

ウ (2)①の工事を実施した美術工芸品の鑑賞環境の改良・改善 

に資する案内設備・情報機器の整備 

③ 情報発信事業 

(2)①の工事を実施することにより生成される新たな文化財 

情報及び工事情報の発信で、(2)①を併せて実施するもの 

(3) 前年度観光振興事業費補助金交付要綱第１章第２条二 

に基づく指定市区町村又は日本遺産の構成文化財が存する、 

世界文化遺産の構成資産が存する若しくはユネスコ無形文化 

遺産が公開される市区町村であることを原則として、さらに 

近隣の外国人観光客が多く来訪する施設とのルート設定等の 

連携がとれていることとする。 

(4) 外国人観光客の入れ込み数の目標値及び計測方法を設定して 

いること。ただし、有識者により外国人観光客の入れ込み数の 

目標値及び計測方法の妥当性を検証し、適当でないものについ 

ては、目標値修正等のうえ条件付き採択を行うこととする。 

(5) Wifi、多言語、キャッシュレス対応や洋式トイレ等の受け入 

れ環境の整備が出来ている又は事業年度中に整備する計画があ 

ることとする。 

 

 

 

文化財保護

法 

 

文化資源活

用事業費補

助金（観光

拠点整備事

業）交付要

綱 

 

観光拠点整

備事業（文

化観光充実

のための国

指定等文化

財磨き上げ

事業）国庫

補助要項 

 

 

文化財

室 
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施

設

名 

 

 

事 業 名 

事
業
主
体 

 

 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 

補 助 金 

 

 

県補助金 

他 

 

 

地 方 債 

 

 

交 付 税

措 置 

 

 

説 明 

 

 

根拠法令等 

 

 

摘 要 

 

業
務
用
施
設
等 

 

建築物等

の脱炭素

化・レジリ

エンス強

化促進事

業 

（ZEB実現

に向けた

先進的省

エネルギ

ー建築物

実証事業） 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

地方公共団体の所有する

施設等に対し、ZEB の実

現に必要となる省エネ・

省 CO2性の高いシステ

ム・設備機器等の導入に

かかる費用の一部を支援

する事業 

 

国直 

 

対象事業

費の 1/3

～2/3 

 

  

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

75％ 

※ハード

のみ 

 

 

 

＜補助対象事業＞ 

 ZEBの更なる普及拡大のため、新築及び既存建築物のZEB実現に資

するシステム・設備機器等の導入を支援する。 

 

○ZEB（ゼブ：ネット・ゼロ・エネルギー・ビル） 

省エネによって使うエネルギーを減らし、再生可能エネルギー等

の導入によって使う分のエネルギーを創り、年間のエネルギー消費

量を正味（ネット）でゼロにすることを目指した建物 

 

建築物等の

脱炭素化・

レジリエン

ス強化促進

事業（ZEB

実現に向け

た先進的省

エネルギー

建築物実証

事業）公募

要領 

 

 

 

 

 

 

地球温

暖化対

策課 

 

 

建築物等

の脱炭素

化・レジリ

エンス強

化促進事

業 

（レジリ

エンス強

化型ＺＥ

Ｂ実証事

業） 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

地方公共団体の所有する

施設等に対し、再生可能

エネルギー設備及び高効

率設備機器等の導入によ

りＺＥＢを達成し、平時

の脱炭素化に加えて、蓄

電システム等被災時にも

必要なエネルギーを供給

できる機能を強化した、

レジリエンス機能の高い

建築物の整備・普及を行

う事業 

 

国直 

 

対象事業

費の 1/2

～2/3 

  

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

75％ 

※ハード

のみ 

 

 

 

＜補助対象事業＞ 

災害発生時に活動拠点となる公共性の高い業務用施設について、

停電時にもエネルギー供給が可能なレジリエンス強化型のZEBに対

して支援する。 

 

建築物等の

脱炭素化・

レジリエン

ス強化促進

事業 

（レジリエ

ンス強化型

ＺＥＢ実証

事業）公募

要領 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築物等

の脱炭素

化・レジリ

エンス強

化促進事

業 

（上下水

道・ダム施

設の省 CO2
改修支援

事業） 

水
道
事
業
者
等 

 

上下水道・ダム施設にお

ける小水力発電設備等の

再エネ設備、高効率設備

やインバータなど省 CO2
性の高い設備機器等を導

入・改修する事業 

 

国直 

 

対象事業

費の 1/2 

 

（太陽光

発電設備

の場合は

1/3） 

  

水道事業 

<充当率> 

100% 

 

 

 

 

   

＜補助対象＞ 

 上下水道（工業用水道施設含む）・ダム施設における発電設備等

の再エネ設備、高効率設備やインバータ等の省エネ設備等の導入・

改修を支援する。 

 

建築物等の

脱炭素化・

レジリエン

ス強化促進

事業 

（上下水

道・ダム施

設の省 CO2
改修支援事

業）公募要

領 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水道事

業 

<充当率> 

100% 

 

［公共下

水道］ 

処理区域

内人口密

度等に応

じ、元利

償還金を

基準財政

需要額に

算入 

（事業費

補正分：

16％～

44％ 

単位費用

算入分：

5％） 

 

［農業集

落排水施

設・浄化

槽］ 

元利償還

金の 49％

を基準財

政需要額

に算入

（事業費

補正分：

44％ 

単位費用

算入分： 

5％）） 
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施

設

名 

 

 

事 業 名 

事
業
主
体 

 

 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 

補 助 金 

 

 

県補助金 

他 

 

 

地 方 債 

 

 

交 付 税

措 置 

 

 

説 明 

 

 

根拠法令等 

 

 

摘 要 

公
共
施
設
等 

 

地域脱炭

素移行・再

エネ推進

交付金 

（脱炭素

先行地域

づくり事

業） 

 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

意欲的な脱炭素の取組を

行う地方公共団体に対し

複数年度にわたり継続的

かつ包括的に交付金によ

り支援 

 

国直 

 

対象経費

の原則

2/3 

 

 

 

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

75％ 

※ハード

のみ 

 

 

 

 ＜交付要件＞ 

脱炭素先行地域に選定されていること 

（一定の地域で民生部門の電力消費に伴うCO2排出実質ゼロ達成等） 

 

 ＜交付限度額＞ 

  1 計画あたり 5,000,000 千円 

 

＜対象事業＞ 

１ CO2排出削減に向けた設備導入事業（（1）は必須） 

（1）再エネ設備整備（自家消費型、地域共生・地域裨益型） 

 地域の再エネポテンシャルを最大限活かした再エネ設備の導入 

  ア 再エネ発電設備：太陽光、風力、中小水力、バイオマス 等 

  イ 再エネ熱利用設備/未利用熱利用設備：地中熱、温泉熱 等 

（2）基盤インフラ整備 

  地域再エネ導入・利用最大化のための基盤インフラ設備の導入 

  ア 自営線、熱導管 

  イ 蓄電池、充放電設備 

  ウ 再エネ由来水素関連設備 

  エ エネマネシステム 等 

 (3)省 CO2等設備整備 

  地域再エネ導入・利用最大化のための省 CO2等設備の導入 

  ア ZEB・ZEH、断熱改修 

  イ ゼロカーボンドライブ（電動車、充放電設備等） 

  ウ その他省 CO2設備（高機能・高効率換気・空調、コジェネ

等） 

２ 効果促進事業 

  １の事業と一体となって設備導入の効果を一層高めるソフト事

業 等 

 

＜事業期間＞ 

 おおむね 5 年程度 

 

＜備考＞ 

 複数年度にわたる交付金事業計画の策定・提出が必要（計画に位

置付けた事業は年度間調整及び事業間調整が可能）。 

 各種設備整備・導入に係る調査・設計や設備設置に伴う付帯設備

等も対象に含む。 

 

二酸化炭素

排出抑制対

策事業費交

付金（地域

脱炭素移

行・再エネ

推進交付

金）交付要

綱 

 

地球温

暖化対

策課 

 

地域脱炭

素移行・再

エネ推進

交付金 

（重点対

策加速化

事業） 

 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

意欲的な脱炭素の取組を

行う地方公共団体に対し

複数年度にわたり継続的

かつ包括的に交付金によ

り支援 

 

国直 

 

対象経費

の 1/3～

2/3、定額 

 

 

 

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

75％ 

※ハード

のみ 

 

 

 

 ＜交付要件＞ 

再エネ発電設備を一定以上導入すること 

（指定都市・中核市：１MW以上、その他市町村：0.5MW 以上） 

 

＜交付限度額＞ 

 1 計画あたり 2,000,000 千円 

 

＜対象事業＞ 

以下、1～5 のうち 2つ以上を実施（1又は 2は必須）。1、5に

ついては、国の目標を上回る導入量、4 については国の基準を上

回る要件とする事業の場合、単独実施を可とする。 

１ 屋根置きなど自家消費型の太陽光発電 

 （例：公共施設等の屋根等に自家消費型の太陽光発電設備を

設置する事業） 

２ 地域共生・地域裨益型再エネの立地 

 （例：未利用地、ため池、廃棄物最終処分場等を活用し、再

エネ設備を設置する事業） 

３ 公共施設など業務ビル等における徹底した省エネと改修時

等の ZEB 化誘導 

 （例：新築・改修予定の公共施設において省エネ設備を大規

模に導入する事業） 

４ 住宅・建築物の省エネ性能等の向上 

 （例：ZEH、ZEH＋、既築住宅改修補助事業） 

５ ゼロカーボン・ドライブ※ 

 （例：地域住民の EV 購入支援事業、EV 公用車を活用したカ

ーシェアリング事業） 

  ※再エネとセットで EV 等を導入する場合に限る 

  

＜事業期間＞ 

 おおむね 5 年程度 

 

＜備考＞ 

 複数年度にわたる交付金事業計画の策定・提出が必要（計画に位

置付けた事業は年度間調整及び事業間調整が可能）。 

 各種設備整備・導入に係る調査・設計や設備設置に伴う付帯設備

等も対象に含む。 

 

二酸化炭素

排出抑制対

策事業費交

付金（地域

脱炭素移

行・再エネ

推進交付

金）交付要

綱 

 

地域レジ

リエン

ス・脱炭素

化を同時

実現する

公共施設

への自

立・分散型

エネルギ

ー設備等

導入推進

事業 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

災害・停電時に公共施設

へエネルギー供給が可能

な再生可能エネルギー設

備等の導入を支援 

 

国直 

 

対象経費

の 1/3～

2/3 

  

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

75％ 

※ハード

のみ 

 

 

 

＜補助対象＞ 

地方公共団体、民間事業者・団体等 

 

＜交付限度額＞ 

 1 件あたり 5,000 千円（対象事業の２） 

 

＜対象事業＞ 

 平時の脱炭素化に加え、災害時にもエネルギー供給等を可能にす

るため、公共施設※への再生可能エネルギー設備等の導入を支援 

※ 地方防災計画により災害時に避難施設等として位置付けら

れた公共施設又は業務継続計画により災害等発生時に業務を

維持するべき施設 

  １ 再生可能エネルギー設備、未利用エネルギー活用設備、コジ

ェネレーションシステム（CGS）及びそれらの附帯設備（蓄電

池、充放電設備、自営線、熱導管等）並びに省 CO2型設備（高

機能換気設備、省エネ型浄化槽含む）等を導入する費用の一部

を補助 

  ２ 再生可能エネルギー設備等の導入に係る調査・計画策定を行

う事業の費用の一部を補助 

 

二酸化炭素

排出抑制対

策事業費補

助金（地域

レジリエン

ス・脱炭素

化を同時実

現する公共

施設への自

立・分散型

エネルギー

設備等導入

推進事業交

付規程） 
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施

設

名 

 

 

事 業 名 

事
業
主
体 

 

 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 

補 助 金 

 

 

県補助金 

他 

 

 

地 方 債 

 

 

交 付 税

措 置 

 

 

説 明 

 

 

根拠法令等 

 

 

摘 要 

浄
化
槽
等 

 

公共浄化

槽等整備

推進事業 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

生活排水処理を緊急に促

進する必要がある地域に

おいて、地域を単位とし

て浄化槽の計画的な整備

を図るため、市町村（一

部事務組合を含む。）が設

置主体となって浄化槽の

整備を行うのに必要な費

用を助成する事業 

 

※公的施設・防災拠点単

独処理浄化槽集中転換事

業の要件を満たす場合

は、市町村が所有する公

的施設の単独処理浄化槽

等を合併処理浄化槽に転

換する費用も助成対象 

 

国直 

 

交付対象

事業費の

1/3 

 

（離島地

域の場合

は 1/2） 

 

（環境配

慮・防災

まちづく

り浄化槽

設置整備

事業の要

件を満た

すものの

場合は

1/2） 

 

県複 

 

交付対象

事業費の

8.6/60 

 

（宅内配

管工事

費、単独

処理浄化

槽又はく

み取り槽

の撤去に

必要な工

事費につ

いては

1/5） 

 

※公的施

設・防災

拠点単独

処理浄化

槽集中転

換事業は

対象外 

 

下水道事

業 

<充当率> 

100％ 

 

元利償還

金の 49％

を基準財

政需要額

に算入

（事業費

補正分

44％単位

費用算入

分 5％） 

 

＜交付対象事業費＞ 

工事費（本工事費、付帯工事費）及び事務費で算定方法は「循環

型社会形成推進交付金交付取扱要領」第７の規定に準ずる。 

 

＜交付対象範囲＞ 

補助対象範囲は、浄化槽等の整備に直接必要な次の範囲とする。 

ア 浄化槽本体費用及び本体の設置に必要な工事費（流入、放流

に係る管きょ及びますに係る費用を除く。） 

イ  アの工事に付帯する宅内配管工事費（既設の住宅等に設置さ

れた単独処理浄化槽又はくみ取り槽を合併処理浄化槽に転換

する場合に限る。） 

※ 宅内配管工事費とは、浄化槽への流入管、ます及び住居

の敷地に隣接する側溝までの放流管の設置に係る工事費を

いう 

※ 市町村が宅内配管工事の主体である場合、公共浄化槽等

整備推進事業実施要綱の適用となる 

ウ 単独処理浄化槽又はくみ取り槽の撤去に必要な工事費（浄化

槽設置に当たり撤去が必要な場合であって同一敷地内に浄化

槽が設置される場合に限る。） 

エ 単独処理浄化槽から浄化槽への転換により使用を廃止する

単独処理浄化槽について洗浄・消毒等の公衆衛生上適切な措置

を講じて雨水貯留槽等に再利用するために必要な工事費 

オ 共同浄化槽に接続するための流入管の整備に必要な工事費

（共同浄化槽を整備した場合と各戸で浄化槽を整備した場合

の費用差額相当の金額を上限とする。ただし、共同浄化槽の設

置を行う場合にはこの限りではない。） 

  ※ 共同浄化槽は、計画処理対象人員 100 人以内のものであ

ること。また、原則として、市町村有地に設置されること 

カ 高度処理型浄化槽の整備に必要な費用と通常型浄化槽の整

備に必要な費用の差額（通常型浄化槽の設置を禁止し、高度処

理型浄化槽のみで整備を行うことができる旨を市町村条例な

どで制定等の後５年間に限る。） 

 

＜交付要件＞ 

コスト縮減や経営改善に資する「①PFI 等の民間活用、②大型浄

化槽による共同化、③公営企業会計の適用」を検討すること。さら

に、以下の要件を全て満たすものであること。 

ア  浄化槽等の工事着手までに当該工事に係る住民から浄化槽の

設置及び便所等との接続等について文書で承諾を得ていること 

イ 事業の全体計画において、事業実施地域内の全戸に戸別の浄

化槽等を整備する事業であること 

※ 全戸に戸別で設置するよりも経済的・効率的である場合

は、事業実施地域の一部を共同浄化槽で整備可能 

ウ  本事業により整備された浄化槽等については、やむを得ない

場合を除き、設置完了後１年以内に便所、台所、風呂等と浄化

槽の間及び浄化槽と放流先の間を管きょで接続し、使用を開始

すること 

エ  設置後の浄化槽等の適正な維持管理を確実に確保するための

住民等の協力体制が整っていること。また、市町村は、浄化槽

等の管きょの接続状況を把握し、未接続等の場合にあっては、

住民に対し文書で接続を指導する等、その解消に努めること 

オ  市町村の公営企業として実施し、本事業により整備された浄

化槽等の維持管理については、特別会計により経理し、適正な

料金の徴収が確実と見込まれるものであること 

 

＜環境配慮・防災まちづくり浄化槽設置整備事業の要件＞ 

市町村が、環境配慮型浄化槽（別に定める消費電力基準に該当す

るもの）の整備を行う際、各年度の整備計画に基づき、浄化槽整備

区域内の特定の区域において、以下の要件のいずれかに該当するも

のであること。 

ア 浄化槽処理促進区域に指定された区域内での整備であるこ

と。 

イ 整備計画の（年度毎）事業計画額のうち６割以上が単独処理

浄化槽・くみ取り便槽からの転換であること。又は、事業計画

額のうち３割以上が単独処理浄化槽・くみ取り便槽からの転換

であり、併せて地域防災計画に位置づけられた施設に浄化槽も

整備すること（共同浄化槽を設置する場合は、単独処理浄化槽・

くみ取り便槽からの転換とみなして取り扱う。）  

 

＜公的施設・防災拠点単独処理浄化槽集中転換事業の要件＞ 

市町村が所有する公的施設の単独処理浄化槽について、整備計画

期間中に計画的に合併処理浄化槽に転換する事業計画を定めて実施

する事業であること。又は、市町村の防災計画に定める防災拠点施

設に設置された単独処理浄化槽（くみ取り槽含む）について、整備

計画期間中に計画的に合併処理浄化槽に転換する事業計画を定め実

施する事業であること。 

 

＜汚水処理施設の概成に向けた浄化槽整備加速化事業の要件＞ 

 本事業は、市町村が、環境配慮型浄化槽（別に定める要件に該当

するもの）の設置を行うものであって、汚水処理施設の整備に関す

る都道府県構想を踏まえて作成した作成した汚水処理施設を概成す

るための整備内容等に係る計画（アクションプラン）の点検及び必

要な見直し等を行い、汚水処理施設の概成に向けて、浄化槽整備区

域内の浄化槽処理人口普及率の増加ポイント(本事業の事業計画期

間内の年平均増加ポイント)を現地域計画における浄化槽処理人口

普及率の増加ポイント(現地域計画期間内の直近年度までの年平均

増加ポイント)の１．５倍以上とする事業計画に基づき浄化槽整備の

加速化を行うことによって、アクションプランで定めた目標を達成

するものであること。 

 なお、本事業の実施後、上記のアクションプランで定めた目標を

達成することが出来なかった市町村については、やむを得ない場合

を除いて、本事業を実施したとは認めないものとする。その際、本

事業以外の事業の要件を満たす場合には、その要件に基づく事業を

実施したものとして取り扱うものとする。 

 

浄化槽法 

 

公共浄化槽

等整備推進

事業実施要

綱 

 

循環型社会

形成推進交

付金交付要

綱 

 

循環型社会

形成推進交

付金交付取

扱要領 

 

愛知県浄化

槽設置費補

助金交付要

綱 

 

水大気

環境課 

<次ページへ続く> 
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事
業
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事 業 内 容 

 
 

国 庫 

補 助 金 

 

 

県補助金 

他 

 

 

地 方 債 

 

 

交 付 税

措 置 

 

 

説 明 

 

 

根拠法令等 

 

 

摘 要 

浄
化
槽
等 

 

公共浄化

槽等整備

推進事業 

 

      

＜公共浄化槽における少人数高齢世帯の維持管理負担軽減事業の要

件＞ 

 本事業は、浄化槽法第２条第１号の２に定める公共浄化槽の整備

促進・管理向上及び少人数高齢世帯の負担軽減のため、市町村が、

その管理する公共浄化槽の使用に係る料金（浄化槽法第８条に定め

る保守点検、同法第９条に定める清掃及び同法第１１条に定める定

期検査の費用に相当するもの）を低減する事業に対して、その経費

の一部を助成するものであり、次のア～ウの要件を満たすものであ

ること。 

ア 浄化槽が設置されている世帯が６５歳以上の２名以下の世帯

であり、当該浄化槽の使用者の所得が月収１５万８千円以下で

あること。 

イ 市町村への交付期間は３年以内とすること。 

ウ 当該市町村において、持続的な公共浄化槽事業の実施が可能

となるよう、上記の交付期間内に次の（ア）～（ウ）を行うも

のであること。 

（ア）維持管理の効率化・適正化（維持管理の集約化、契約・

料金事務等の電子亜 k、維持管理計画見直しによる合理化等） 

（イ）適切な事業収支計画の策定（適正な使用料や回収率の設

定等） 

（ウ）上記（ア）及び（イ）による効率化等を踏まえた公共浄

化槽の整備促進計画（年度毎の事業計画額の１割以上が単独

浄化槽又はくみ取り槽からの合併処理浄化槽への転換事業で

あるもの）の策定 

 

  

 

 

浄化槽シ

ステムの

脱炭素化

推進事業 

（30 人槽

以上の既

設合併処

理浄化槽

に係る機

械設備等

の改修・導

入事業） 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

既設合併処理浄化槽の処

理工程におけるエネルギ

ー起源二酸化炭素の排出

の抑制を図るために高効

率な機械設備等を導入す

る事業 

 

※単独処理浄化槽や家庭

用小型合併処理浄化槽は

対象外 

 

国直 

 

補助対象

経費の

1/2 

 

※環境省

は（一社） 

全国浄化

槽団体連

合会を通

じて地方

公共団体

等に間接

補助金を

交付す

る。  

  

下水道事

業 

<充当率> 

100％ 

 

元利償還

金の 49％

を基準財

政需要額

に算入

（事業費

補正分

44％単位

費用算入

分 5％） 

 

 

＜補助対象事業＞ 

30 人槽以上の既設合併処理浄化槽に係る機械設備等の改修・導入

事業 

 

＜補助要件＞ 

・ 原則として、下水道供用区域及び下水道法に基づき策定され

た予定処理区域以外の地域における農業・漁業集落排水施設を

除いた、30 人槽以上の既設合併処理浄化槽に設置された電動の

機械設備等の改修等であること。 

・ 上記要件を満たす機械設備の改修・導入によって事業の対象

となった機器のＣＯ２排出量を事業前から 20%削減できること。 

・ 以下の①又は②若しくはその組み合わせによる事業であるこ

と。 

 ① ブロワ：組み込まれたモーターについて、効率が IEC 規格

（国際電気標準会議）で規定される効率クラス IE3（プレミ

アム効率）と同等以上のものとなる省エネ型ブロワへの更新 

 ② その他設備：①に該当しない設備について、省エネ型設備

の導入（ただし、一定の要件を満たすものに限る。） 

 

 

二酸化炭素

排出抑制対

策事業費等

補助金（浄

化槽システ

ムの脱炭素

化推進事

業）交付要

綱 

 

浄化槽シス

テムの脱炭

素化推進事

業 実施要

領 

 

 

水大気

環境課 

 

浄化槽シ

ステムの

脱炭素化

推進事業

（30 人槽

以上の既

設合併処

理浄化槽

に係る本

体交換事

業） 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

既設合併処理浄化槽の処

理工程におけるエネルギ

ー起源二酸化炭素の排出

の抑制を図るために高効

率な機械設備等を導入す

る事業 

 

※単独処理浄化槽や家庭

用小型合併処理浄化槽は

対象外 

 

国直 

 

補助対象

経費の

1/2 

 

※環境省

は（一社） 

全国浄化

槽団体連

合会を通

じて地方

公共団体

等に間接

補助金を

交付す

る。  

 

  

下水道事

業 

<充当率> 

100％ 

 

元利償還

金の 49％

を基準財

政需要額

に算入

（事業費

補正分

44％単位

費用算入

分 5％） 

 

＜補助対象事業＞ 

30 人槽以上の既設合併処理浄化槽に係る本体交換事業 

 

＜補助要件＞ 

・ 原則として、下水道供用区域及び下水道法に基づき策定され

た予定処理区域以外の地域における農業・漁業集落排水施設を

除いた、30人槽以上の既設合併処理浄化槽で、先進的省エネ型

浄化槽への本体交換。 

・ 浄化槽本体を省エネ型の最新式浄化槽に交換することによっ

て、ＣＯ２排出量を 46%以上削減できること。 

 

 

 

浄化槽シ

ステムの

脱炭素化

推進事業

（再生可

能エネル

ギー設備

（太陽光

発電、蓄電

池等）の導

入事業） 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

既設合併処理浄化槽の処

理工程におけるエネルギ

ー起源二酸化炭素の排出

の抑制を図るために高効

率な機械設備等を導入す

る事業 

 

※単独処理浄化槽や家庭

用小型合併処理浄化槽は

対象外 

 

国直 

 

補助対象

経費の

1/2 

 

※環境省

は（一社） 

全国浄化

槽団体連

合会を通

じて地方

公共団体

等に間接

補助金を

交付す

る。  

  

下水道事

業 

<充当率> 

100％ 

 

元利償還

金の 49％

を基準財

政需要額

に算入

（事業費

補正分

44％単位

費用算入

分 5％） 

 

＜補助対象事業＞ 

浄化槽の所有者が本体交換事業と併せて行う再生可能エネルギー

設備（太陽光発電、蓄電池等）の導入事業 

 

＜補助要件＞ 

・ 浄化槽の所有者が本体交換事業と併せて行う再生可能エネル

ギー設備（太陽光発電、蓄電池等）の導入事業であり、当該再

生可能エネルギー設備が、当該事業により改修または交換した

浄化槽において必要とされる電力量を賄う設備で、平時及び災

害時にその浄化槽で自家消費されることが可能なものであり、

固定価格買取制度(FIT)による売電を行わないものであると同

時に、FIP 制度(令和 4 年度運用開始予定)の認定を取得しない

ものであり、特に太陽光発電設備等の設置や電力供給等、実施

にあたっては関係諸法令・基準等を遵守するとともに、CO2 排

出量の削減に資する事業。 

 

 

 

 

 

<前ページからの続き> 
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施

設

名 

 

 

事 業 名 

事
業
主
体 

 

 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 

補 助 金 

 

 

県補助金 

他 

 

 

地 方 債 

 

 

交 付 税

措 置 

 

 

説 明 

 

 

根拠法令等 

 

 

摘 要 

 

廃
棄
物
処
理
施
設 

 

循環型社

会形成推

進交付金

（マテリ

アルリサ

イクル推

進施設） 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

マテリアルリサイクル推

進施設の新設、増設 

 

国直 

 

交付基本

額の 1/3 

 

 

 

一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 

90％ 

（財対債 

15％を含

む） 

 

 

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（財対債

は 50％） 

 

＜交付対象事業＞ 

地域計画に掲げられた事業等 

交付対象事業の範囲は、循環型社会形成推進交付金交付取扱要領

を参照 

 

＜交付対象団体＞ 

人口５万人以上又は面積 400km2 以上の地域計画又は一般廃棄物

処理計画対象地域を構成する市町村及び当該市町村の委託を受けて

一般廃棄物の処理を行う地方公共団体とする。 

ただし、離島地域、山村地域、半島地域、過疎地域にある市町村

を含む場合については人口又は面積にかかわらず対象とする。 

 

 

循環型社会

形成推進交

付金交付要

綱 

 

循環型社会

形成推進交

付金交付取

扱要領 

 

資源循

環推進

課 

 

循環型社

会形成推

進交付金

（エネル

ギー回収

型廃棄物

処理施設） 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

エネルギー回収型廃棄物

処理施設の新設、増設 

 

国直 

 

交付基本

額の 1/3 

 

（高効率

エネルギ

ー回収に

必要な設

備及びそ

れを備え

た施設に

必要な災

害対策設

備の場合

は 1/2） 

 

 

  

一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 

90％ 

（財対債 

15％を含

む） 

 

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（財対債

は 50％） 

 

循環型社

会形成推

進交付金

（廃棄物

運搬中継

施設） 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

廃棄物運搬中継施設の新

設、増設 

 

国直 

 

交付基本

額の 1/3 

 

 

 

 

 

 

 

  

一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 

90％ 

（財対債 

15％を含

む） 

 

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（財対債

は 50％） 

 

循環型社

会形成推

進交付金

（有機性

廃棄物リ

サイクル

推進施設） 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

有機性廃棄物リサイクル

推進施設の新設、増設 

 

国直 

 

交付基本

額の 1/3 

 

  

一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 

90％ 

（財対債 

15％を含

む） 

 

 

 

 

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（財対債

は 50％） 

 

循環型社

会形成推

進交付金

（最終処

分場（可燃

性廃棄物

の直接埋

立施設を

除く）） 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

最終処分場の新設、増設 

 

国直 

 

交付基本

額の 1/3 

 

  

一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 

90％ 

（財対債 

15％を含

む） 

 

 

 

 

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（財対債

は 50％） 

 

循環型社

会形成推

進交付金

（最終処

分場再生

事業） 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

最終処分場に既に埋め立

てられている廃棄物を減

容し、埋立処分量を増加

する事業 

 

国直 

 

交付基本

額の 1/3 

 

  

一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 

90％ 

（財対債 

15％を含

む） 

 

 

 

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（財対債

は 50％） 

 

循環型社

会形成推

進交付金

（廃棄物

処理施設

の基幹的

設備改良

事業） 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

廃棄物処理施設の一部を

改良・改造する事業 

 

国直 

 

交付基本

額の 1/3 

 

（し尿処

理施設に

ついて二

酸化炭素

の量が

20％以上

削減され

るもの等

の場合は

1/2） 

 

 

  

一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 

90％ 

（財対債 

15％を含

む） 

 

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（財対債

は 50％） 
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施

設

名 

 

 

事 業 名 

事
業
主
体 

 

 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 

補 助 金 

 

 

県補助金 

他 

 

 

地 方 債 

 

 

交 付 税

措 置 

 

 

説 明 

 

 

根拠法令等 

 

 

摘 要 

廃
棄
物
処
理
施
設 

 

循環型社会

形成推進交

付金 

（漂流・漂着

ごみ処理施

設） 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

漂流・漂着ごみ処理施設

の新設、増設 

 

国直 

 

交付基本

額の 1/3 

 

  

一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 

90％ 

（財対債 

15％を含

む） 

 

 

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（財対債

は 50％） 

 

＜交付対象事業＞ 

地域計画に掲げられた事業等 

交付対象事業の範囲は、循環型社会形成推進交付金交付取扱要領

を参照 

 

＜交付対象団体＞ 

人口５万人以上又は面積 400km2 以上の地域計画又は一般廃棄物

処理計画対象地域を構成する市町村及び当該市町村の委託を受けて

一般廃棄物の処理を行う地方公共団体とする。 

ただし、離島地域、山村地域、半島地域、過疎地域にある市町村

を含む場合については人口又は面積にかかわらず対象とする。 

 

 

循環型社会

形成推進交

付金交付要

綱 

 

循環型社会

形成推進交

付金交付取

扱要領 

 

資源循

環推進

課 

 

循環型社会

形成推進交

付金 

（コミュニ

ティ・プラン

ト） 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

コミュニティ・プラント

の新設、増設 

 

国直 

 

交付基本

額の 1/3 

 

 

  

一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 

90％ 

（財対債 

15％を含

む） 

 

 

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（財対債

は 50％） 

 

廃棄物処理

施設整備交

付金 

（マテリア

ルリサイク

ル推進施設） 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

マテリアルリサイクル推

進施設の新設、増設 

 

国直 

 

交付基本

額の 1/3 

 

 

 

 

 

 

一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 

90％ 

（財対債 

15％を含

む） 

 

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（財対債

は 50％） 

 

＜交付対象事業＞ 

地域計画及び災害廃棄物処理計画に掲げられた事業等 

交付対象事業の範囲は、廃棄物処理施設整備交付金交付取扱要領

を参照 

 

＜交付対象団体＞ 

人口５万人以上又は面積 400km2 以上の地域計画又は一般廃棄物

処理計画対象地域を構成する市町村及び当該市町村の委託を受けて

一般廃棄物の処理を行う地方公共団体とする。 

ただし、山村地域、半島地域及び過疎地域にある市町村を含む場

合については人口又は面積にかかわらず対象とする。 

 

 

廃棄物処理

施設整備交

付金交付要

綱 

 

廃棄物処理

施設整備交

付金交付取

扱要領 

 

資源循

環推進

課 

 

廃棄物処理

施設整備交

付金 

（エネルギ

ー回収型廃

棄物処理施

設） 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

エネルギー回収型廃棄物

処理施設の新設、増設 

 

国直 

 

交付基本

額の 1/3 

（高効率

エネルギ

ー回収に

必要な設

備及びそ

れを備え

た施設に

必要な災

害対策設

備の場合

は 1/2） 

  

一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 

90％ 

（財対債 

15％を含

む） 

 

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（財対債

は 50％） 

 

廃棄物処理

施設整備交

付金 

（廃棄物運

搬中継施設） 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

廃棄物運搬中継施設の新

設、増設 

 

国直 

 

交付基本

額の 1/3 

 

  

一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 

90％ 

（財対債 

15％を含

む） 

 

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（財対債

は 50％） 

 

廃棄物処理

施設整備交

付金 

（最終処分

場（可燃性廃

棄物の直接

埋立施設を

除く）） 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

最終処分場の新設、増設 

 

国直 

 

交付基本

額の 1/3 

 

  

一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 

90％ 

（財対債 

15％を含

む） 

 

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（財対債

は 50％） 

 

廃棄物処理

施設整備交

付金 

（最終処分

場再生事業） 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

最終処分場に既に埋め立

てられている廃棄物を減

容し、埋立処分量を増加

する事業 

 

国直 

 

交付基本

額の 1/3 

 

  

一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 

90％ 

（財対債 

15％を含

む） 

 

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（財対債

は 50％） 

 

廃棄物処理

施設整備交

付金 

（廃棄物処

理施設の基

幹的設備改

良事業） 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

廃棄物処理施設の一部を

改良・改造する事業 

 

国直 

 

交付基本

額の 1/3 

（し尿処

理施設に

ついて二

酸化炭素

の量が

20％以上

削減され

るもの等

の場合は

1/2） 

  

一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 

90％ 

（財対債 

15％を含

む） 

 

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（財対債

は 50％） 
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施

設

名 

 

 

事 業 名 

事
業
主
体 

 

 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 

補 助 金 

 

 

県補助金 

他 

 

 

地 方 債 

 

 

交 付 税

措 置 

 

 

説 明 

 

 

根拠法令等 

 

 

摘 要 

廃
棄
物
処
理
施
設 

 

二酸化炭素

排出抑制対

策事業費交

付金（先進的

設備導入推

進事業） 

（エネルギ

ー回収型廃

棄物処理施

設整備事業） 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

二酸化炭素排出抑制に資

する廃棄物処理施設の整

備 

 

国直 

 

交付基本

額の 1/3 

 

（高効率

エネルギ

ー回収に

必要な設

備の場合

は 1/2） 

  

一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 

90％ 

（財対債 

15％を含

む） 

 

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（財対債

は 50％） 

 

＜交付対象事業＞ 

地域計画に掲げられた事業等 

交付対象事業の範囲は、二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金（先

進的設備導入推進事業）交付取扱要領を参照 

 

＜交付対象団体＞ 

人口５万人以上又は面積 400km2 以上の地域計画又は一般廃棄物

処理計画対象地域を構成する市町村及び当該市町村の委託を受けて

一般廃棄物の処理を行う地方公共団体とする。 

ただし、離島地域、山村地域、半島地域及び過疎地域にある市町

村を含む場合については人口又は面積にかかわらず対象とする。 

 

 

二酸化炭素

排出抑制対

策事業費交

付金（先進

的設備導入

推進事業）

交付要綱 

 

二酸化炭素

排出抑制対

策事業費交

付金（先進

的設備導入

推進事業）

交付取扱要

領 

 

資源循

環推進

課 

 

二酸化炭素

排出抑制対

策事業費交

付金（先進的

設備導入推

進事業） 

（廃棄物処

理施設への

先進的設備

導入事業） 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

廃棄物処理施設の二酸化

炭素排出抑制に資する先

進的設備の導入 

 

国直 

 

交付基本

額の 1/2 

  

一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 

90％ 

（財対債 

15％を含

む） 

 

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（財対債

は 50％） 

自
然
公
園
施
設 

 

国定公園等

整備事業 

 

市
町
村 

 

国定公園等の保護と適正

な利用を図るために都道

府県が作成する自然環境

整備計画に基づく整備事

業 

 

 

国間 

 

事業に係

る経費の

45/100 

 

 

 

 

 

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

75％ 

 

 

 

＜交付対象事業となる国定公園等整備事業＞ 

（１）国定公園において行われる次に掲げる施設の整備事業（国定

公園事業として実施するものに限る。）。詳細は「自然環境整

備交付金交付要綱」による。 

ア 道路（車道） 

イ 道路（自転車道） 

ウ 道路（歩道） 

エ 橋 

オ 広場 

カ 園地 

キ 避難小屋 

ク 休憩所 

ケ 野営場 

コ 駐車場 

サ 桟橋  

シ 給水施設 

ス 排水施設  

セ 公衆便所  

ソ 博物展示施設 

タ 植生復元施設 

チ 動物繁殖施設 

ツ 砂防施設 

テ 防火施設  

ト 自然再生施設 

ナ 上記アからトの施設に係る付帯施設 

（２）国定公園において行われる生態系維持回復事業計画に基づく

施設の整備事業 

（３）国指定鳥獣保護区（国立公園及び国定公園区域と重複する国

指定鳥獣保護区を除く。）において行われる自然再生施設の整

備事業（平成 18 年度以前からの継続事業に限る。） 

（４）環境省自然環境局長の定める長距離自然歩道整備計画（平成

15 年３月 31 日以前に環境大臣が定めたものを含む。）に基づ

く、国立公園及び国定公園の区域外における整備事業 

 

※公園事業のうち、道路法による道路に係る事業及び他の法律にそ

の執行に要する費用に関して別段の規定があるその他の事業につ

いては、交付対象としない 

 

 

自然環境整

備交付金交

付要綱 

 

愛知県自然

公園施設整

備費補助金

交付要綱 

 

 

自然環

境課 
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